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論文内容要旨
 日本の老人保健法による癌検診は子宮癌・胃癌・肺癌・乳癌・大腸癌の各検診が行われている。
 この研究の目的はシミュレーションモデルを用いた費用効果分析により,子宮頸癌の費用効果比
 を算定し,これらの癌検診と比較することによりその経済効率を評価することである。また,子
 宮頸癌の罹患率の将来予測による費用効果比の変動についても検討した。
 検診群と非検診群の30歳女性の仮想コホートをそれぞれ10万人と設定し,検診群は30歳か
 ら79歳まで毎年検診を受診するとしてシミュレーションした。検診を行わなくても得られる救
 命数は6,346年であり,検診を行った場合の救命年数は7,689年と算定した。したがって検診を
 行ったことによって救命された真の救命年数(限界効果)は1,346年であった。費用は1ドル
 100円と換算し検診費用,外来での診断費用,子宮頸癌の初期治療費,終末治療費を算定した。
 検診群に要した費用は59,977,000ドルでこれは非検診群に要した費用(5,422,000ドル)の11倍
 であった。したがって,限界費用は54,555,000ドルと算定され,1年救命するのに要する費用
 (費用効果比)は40,604ドルであった。これは他の老人保健法による癌検診と比べ十分受け入れ
 られる数値と考えられた。
 感度分析は検診費用,検診の感度・特異度,検診群の上皮内癌の比率について行った。この中
 で,費用効果比に最も影響を与えた因子は検診費用であった。これは,検診群の総費用の95%
 は検診費用であるため,検診費用が2倍になれば費用効果比も2倍になった。
 検診の対象年齢層を検討するために5歳階級別の費用効果比もディスカウントなしに算定した。
 最も費用効果比がよかったのは40歳から44歳で9,973ドルで最も高かったのは75歳から79歳
 の高齢者で25,184ドルであった。子宮頸癌の場合年齢上昇にともなう罹患率の上昇が,他の癌
 検診のように著明でないことや,上皮内癌の罹患率が40歳代にピークがあることによるものと
 考えられた。
 罹患率の変化にともなう費用効果比の変動については,現在値の50%程度までは100,000ドル
 を超えずその変動も少ないが,それ以下になると急激に上昇することが示された。また,2015
 年の罹患率の予測値により算定した費用効果比は48,!76ドルであり,2015年においても子宮頸
 癌検診の経済効果は十分受け入れられるものと考えられた。
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 審査結果の要旨
 がん検診の導入においてはその有効性のみならず,経済性・安全性・普及性などが検討されな
 ければならない。子宮頸癌検診ではケース・コントロール研究など疫学的手法によりその有効性
 が評価されているが,経済性を評価した報告はほとんどなされていない。本研究では,シミュレー
 ションモデルを用いた費用効果分析により子宮頸癌の費用効果比を算定し,その経済効率を評価
 している。また,子宮頸癌の罹患率の将来予測による費用効果比の変動や5歳階級別の費用効果
 比についても検討がなされている。
 シミュレーションモデルは,検診群と非検診群の30歳女性の仮想コホートをそれぞれIO万人
 と設定し,検診群は30歳から79歳まで毎年検診を受診するとして分析した。1次検診は子宮腔
 部細胞診,陽性者に対する2次検診はコルポスコピーと組織検査を行うとした。子宮頸癌の発生
 率,検診の感度・特異度により精検受診者数と進行度別の発見癌患者数を算出し,5年生存率と
 平均余命より患者の生存年数を計算した。効果の指標は患者の生存年数とした。費用は支払い者
 の立場をとり検診費用,外来での診断費凧子宮頸癌の初期治療費・終末治療費を計算した。ま
 た,費用は1ドル100円と換算した。同様に検診をまったく行わないコホートを設定し,自覚症
 状によってのみ医療機関を受診するとして効果と費用を算出した。費用・効果ともに検診群と非
 検診群の差,限界費用と限界効果を分析の指標とし,限界費用を限界効果で除した値をもって1
 年救命に要する費用,費用効果比とした。以上の推定は長期にわたるので,年率5%の割引を費
 用と生存年数の双方に施した。
 本モデルによると限界効果は1,346年で限界費用は54,555,000ドルと算定され,1年救命に要
 する費用(費用効果比)は40、604ドルとなった。この値は日本における他の癌検診と比べ!・分
 受け入れられる数値と考えられ,OfficeofTechnologyAssessmentやInternationalAgency
 forResearchonCancerの報告とほぼ一一致した。感度分析では検診費用,1次検診の感度・特
 異度,検診群の上皮内癌の比率について行ったが,検診費用が費用効果比に最も影響を及ぼす因
 子と考えられた。5歳階級別の費用効果比では40歳で9,973ドルと最も費用効果が低く,その
 年代での子宮頸癌検診の強化の必要性が示唆された。罹患率の将来予測にもとづいた2015年の
 費用効果比は48,上76ドルと算出され,2015年における子宮頸癌検診の経済効率の有効性も示唆
 された。
 以上,本研究はシミュレーションモデルを用いた費用効果分析により子宮頸癌検診の経済効率
 を明らかにした論文である。子宮頸癌検診を評価する上で重要な資料を提供し,今後の子宮頸癌
 検診の経済効率を評価する上で臨床医学に貢献するものとして学位論文に十分値すると判断され
 る。
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